
点検費用の
確保が困難
374
(27.7%)

職員の業務
量的に困難
348
(25.7%)

他の整備と併
せて実施予

定
301
(22.3%)

緊急性が
低いと判断
170
(12.6%)

その他
159
(11.8%)

未定
15,954
(52.5%)

H26年度内
615
(2.0%)

H25年度内
1,892
(6.2%)

H24年度内
4,368
(14.4%)

点検を実施済
7,566
(24.9%)

その他
44 (5.2%)

統廃合等を
控えている
34 (4.0%)

職員の業務
量的に困難
37 (4.4%)

緊急性が
低いと判断
71 (8.4%)

工事費用の
確保が困難
163
(19.2%)

他の整備と
併せて実施
219
(25.9%)

構造体の耐
震化を優先
279
(32.9%)

点検未実施
1,352設置者

公立小中学校
30,395校

対策未実施
847設置者

耐震点検の実施状況及び今後の予定

※全学校（30,395校)のうち、学校
教職員及び学校設置者が点検す
る全ての項目の実施状況及び今
後の予定

耐震点検が未完了の理由

※学校設置者による耐震点検を
未完了としている1,352学校設置
者が主な理由を1つ回答

耐震対策が未完了の理由

※学校設置者による耐震点検を
実施したものの耐震対策が未完
了としている847学校設置者が主
な理由を1つ回答
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